
2022年３月期（2021年４月１日～2022年３月31日）

売上高

801億円（前期比5.6％減）
経常利益

88億円（前期比120.3％増）

営業利益

74億円（前期比74.1％増）
親会社株主に帰属する当期純利益

67億円

売上高 営業利益／営業利益率

親会社株主に帰属する当期純利益／ROE
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※1 2019年３月期は、創業100周年の記念配当10円が加わっています。

※2 2021年３月期は、中間配当15円のみ実施しています。
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財務情報

株　主　総　会

取締役会
取締役 9名

うち社外取締役3名

選任・解任 選任・解任 選任・解任

答申
評価

連携
監査

監査選定・解職
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報告

報告

業務執行機能

業務活動の監査

連携

連携

会計監査

●堺化学のコーポレートガバナンス概略図　（2022年6月末現在）

ガバナンス

　当社は、監査役会設置会社制度を採用し、監査役会は監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されています。当社は、社外監査役２
名を常勤とし、豊富な業務経験と幅広い見識をもって客観的かつ中立的な立場から取締役会での質疑、取締役への助言および意見交
換を行うとともに、内部監査部門および会計監査人と連携し、監査機能が十分に発揮されるよう努めています。また、法令に定める監査
役の員数を欠くことになる場合に備え、2022年6月28日付けにて補欠監査役を１名選任し、万全の体制を期しております。
　取締役会は、取締役９名（うち社外取締役３名）で構成され、経営に関する重要な事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督
しています。2021年度から執行役員制度を導入し、業務執行の責任と権限を明確にすることにより、経営の機動性の向上とコーポレー
ト・ガバナンスの強化を図っています。
　なお、「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」およびコーポレート・ガバナンス報告書については、当社ホームページをご覧ください。

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス

　当社は、取締役会における取締役などの人事や報酬に関する
意思決定プロセスの公正性、客観性および透明性を確保するた
め、任意の諮問機関として指名報酬委員会を設置しています。
指名報酬委員会は、独立した客観的な視点を取り入れるため、
構成員５名のうち３名が独立役員です。取締役などの選任・解
任、後継者計画・育成、報酬等について審議を行い、その結果を
取締役会にて報告しています。
　2021年度は、指名報酬委員会を３回開催し、経営人材の育
成状況の確認、役員報酬制度の見直し要否の検討、次期役員体
制などについて議論しました。

指名報酬委員会
　当社は、全取締役および全監査役に対して取締役会の実効
性に関するアンケートを毎年実施し、自己評価を行っています。
当事業年度は経営の監督と執行を明確に区分するために執行
役員制度を導入し、取締役でない執行役員にも取締役会で業
務の執行状況を３ヶ月に１度報告する運用を開始しました。この
ほか、経営ミッション・ビジョンの浸透や人材育成等に関する議
論を行いました。

取締役会の実効性評価

執行役員（事業、本社部門）

グループ会社

代表取締役
社長執行役員

コンプライアンス・
リスクマネジメント委員会

経営審議会

環境マネジメント委員会

品質マネジメント委員会

サステナビリティ委員会

監査役会
監査役 3名

うち社外監査役2名

監査室

会計監査人指名報酬
委員会

コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と位置づけ、
強化・充実に努めています。

新収益基準の適用で売上は減少しましたが、電子材料を中心に各事業が好調に推移した結果、利益面は大きく伸長しました。
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営業利益率営業利益

自己資本比率総資産

配当性向１株あたり配当金減価償却費設備投資

ROE親会社株主に帰属する当期純利益

ROE

8.7%




